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１．問　題

　ICD-10（疾病及び関連保健問題の国際統計分類）に
よると，適応障害（adjustment disorder）は「ストレス因
により引き起こされる情緒面や行動面の症状で，社会
的機能が著しく障害されている状態」とされる。また，
DSM- 5（精神障害の診断と統計マニュアル第5版）で
は，ストレス関連障害群に含められ，他に急性ストレス

障害や心的外傷後ストレス障害（PTSD）が含まれてい
る。義務教育年齢の子どもでは，「不登校（non-attendance 
at school）」や「学校不適応（school maladaptation）」が適
応障害の代表である。
　不登校を取り上げると，それは「疾病や経済的・物理
的理由など，明確な理由がないにもかかわらず，学校に
行かない，あるいは行けない現象」とされ，これまで，
不登校の分類や類型化はさまざまに試みられている。「児
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童・生徒が学校に行かない・行けない」問題に関して，
Broadwin（1932）1）は，怠け（truancy）の亜類型として
とらえ，これが後の登校拒否（school refusal）の概念に
相当すると考えられている。また，これについて，神経
症的メカニズムを強調し，従来の怠学と精神神経症的障
害とを区別したのは，米国のJohnson et al.（1941）2）によ
る「学校恐怖症（school phobia）」の研究である。わが国
では，佐藤（1959）3），鷲見ら（1960）4），高木ら（1963）
5）などの行動異常児研究から始まり，「登校拒否」や「不
登校（non-attendance at school）」に関する研究が発表さ
れるようになった。
　以上の研究は，それまで「怠け」「怠休」「怠学」とさ
れていた登校しない現象に，神経症状的なメカニズムを
見出し，そこに精神医学的あるいは臨床心理学的な対処
方法を見出したことで，一つの類型化，分類研究であっ
たとも言えるであろう。その後も，類型化研究が進めら
れ，たとえば，小泉（1973）6）が提唱した「優等生息切
れ型」と「甘やかされ型」と称される類型が有名であり，
神経症状的なメカニズムを持つ事例の中にも対処方法が
異なることを示している。 
　これらの不登校の分類や類型化は，問題の種類や程度
に応じた支援の方向性を得ることを目的としており，不
登校問題に関わる関係者に一定の福音をもたらしたと言
えよう。
　このように進展してきた不登校の研究であるが，その
方法論を概観した上で，小林（1994）7）は，臨床心理学
領域の登校拒否研究の独自の傾向について，「法則定立
的というより，個別記述的手段」を用いた事例研究が多
い」ことを指摘した。その上で，小林（2004）8）は，実
証可能なデータに基づいて不登校の問題解決に必要で適
切なカウンセリング技法を特定することの困難さに触れ，
「不登校そのものが多種多様な症状や行動特徴を呈する
一つの巨大な症候群である」とした。たとえば，現代教
育研究会（2001）9）が，子どもの示す症状形態から6種
類の因子を括り出し，不登校行動の欠席パターンから8
タイプを導き出し，それらを基準に，類型化や分類を試
みたことを取り上げ，予後予測を行ったものの「不登校
事例はタイプ分けが意味をなさないほどに，多種多様に
分けられうることを見出すに留まった（小林，2004）8）」
と指摘している。
　これに関連して，土屋（2010）10）は，文部科学省によ
る不登校の定義とその分類について，年間30日以上とい
う欠席基準を設けているがゆえに，「不登校児童・生徒へ
のアセスメントおよび介入場面ではあまり有用でない」と
した。また，土屋（2010）10）は「子ども本人が学校に出
席する事を拒むこと，または1日を通して授業に出続け

ることができないこと」などとするKearney & Silverman
（1996）11）による不登校行動（school refusal behavior）の
定義を示した。そして，「この定義には，完全に学校を休
む行動をはじめ，学校に登校していても授業を休む，ま
た休みたいと嘆願するといった行動が含まれる（土屋ら，
2010）10）」と対象を広げる必要性を述べている。
　不登校一つを取り上げても，ここで示したように，そ
の種類や対象の範囲が広い。その上，その問題解決のた
めには，個々人の特徴と環境の特徴を把握し，その両者
の関係を意識しつつ，問題の形成要因と維持・悪化要因
のすべての要因に，同時にさまざまな働きかけをしなけ
ればならないであろう。とくに，本格化した不登校に対
しては，問題の維持，強化の要因を見出し，そこに効果
的に働きかけを複合的に行うのが普通である。その場合，
「問題解決に向けて複数の技法を用意し，影響が及びや
すいところを見極めつつ，複合的に，輻輳的に用いなけ
ればならない（小林，2004）8）」であろう。
　この複雑な構造を持つ各事例に対して，事例に応じ
たカウンセリング技法など支援方法の適切性を論じるた
めには，実証可能なデータを用いて，さまざまな段階で
さまざまに適応された技法を，客観的に他者にも実行可
能なように，説明変数を明確に記述した実践事例が数多
く必要になる。もちろん，その事例に対して，関係者が
支援をしている間のクライエントの変化，すなわち従属
変数も客観的に記述する必要もあろう。つまり，従属変
数の変化と説明変数について，客観化しうる指標を用い
て，両者の条件が整った実証的な事例が必要となり，そ
の事例を意図的に数多く収集する必要があろう（小林ら，
1995）12）。
　以上の課題意識から，小林ら（1995）12）は，不登校
行動の改善を規定するカウンセリング技法を特定する研
究を試みている。そこでは，不登校60事例を対象に，相
談開始時点，相談が 3分の2経過時点，相談終結時点の
3時点で事例の行動特徴や症状を評定し，一方で，前半
3分の2と後半 3分の1でカウンセラーの行った対応を
評定した。そして，カウンセラーの対応を説明変数とし，
各時期間の行動特徴や症状の変動値を従属変数として，
両者の関連性を特定している。
　以上述べてきたように，不登校そのものは，巨大で複
雑な症候群である。しかし，その不登校を含む適応障害
と思われる子どもの不適応や若者のひきこもり，あるい
は対人不安による不適応など，青年期では，不登校や就
労困難などを示さない事例も少なくない。すなわち，登
校はしていても，学校内で不適応に陥っている学校不適
応（school maladaptation）の子どもや，学校での適応上
の問題がないように見えても，家庭で家族への暴力や自
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傷などの不適応症状を示す場合など，現実に心理的な課
題を抱えて相談に訪れる事例も多い。すなわち，不登校
のみならず，さまざまな学校不適応や家庭内暴力，ある
いは，ひきこもりなど，適応障害を抱く子どもや若者を
対象として支援するのが，子ども・若者の臨床の場であ
る。
　それだけに，一般に広く見られる子どもの適応障害に
関わる支援に関して，客観的な実証データに基づいた研
究が求められるものの，その守備範囲は，不登校以上に
複雑であり，現在ではそれらを広く網羅した研究を見出
すことができない。

２．目　的

　そこで，本研究は，不登校を始めとする種々の適応障
害を示す子どもや若者に対して，支援者の関わりや保護
者の関わりが事例の特徴に応じてどのように異なるのか
の相違を明らかにし，事例の状態像に即した支援の適切
性を明らかにすることを目的とする。
　本研究では，早川ら（2019）13）が分析に用いたもの
で，その問題が軽減，解決した事例50例を対象に，登校
行動因子を不登校や学校不適応の程度を計測しうる一つ
の指標として考え，もう一つとして，対人不安緊張・感
情不表出因子を，対人不安の程度を計測しうる指標とし
てとらえ，分類，整理して支援の全体の構造を捉えるこ
とにした。
　具体的には，その基準を元に，受理時の両因子の高低
で，登校群・不登校群・対人不安群・不登校対人不安群
に分類する。その4群に対して，支援者や保護者がどの
ような支援を，どの程度よく行ったと意識しているのか
の様相を明確にしたいと考えたのである。
　以上の4群の分析を通して，具体的には，以下の2点
を明らかにすることを目的とする。
（1）上記 4分類に応じて，全般的な支援者の支援および
保護者の関わりの特徴を明らかにする。とくに，不登校
の程度や対人不安の程度に関わらず，支援者の支援や保
護者の関わりに共通する特徴や，症状や行動特徴などの
状態像に関わらず支援者に重視される支援や保護者の関
わりの特徴を明確にする。
（2）小林ら（1995）12）に倣い，支援の時期を受理から
3分の2経過時点までを前期とし，それ以降を後期とし，
前期，後期のそれぞれの時期での関わりを4群間で比較
し，支援者の支援や保護者の関わりの時期による特徴を
明らかにする。そのことで，改善事例で示された事例の
特徴や時期に応じた支援の方向性を明らかにし，効果的
な支援方法の輪郭を明確にする。

３．方　法

３．１　対象
　対象は，適応支援教室を併設する東京都内の民間のカ
ウンセリング施設および適応支援の施設に，不登校や就
労あるいは学校での不適応，さらに家庭での心理的な適
応の課題を主訴として，保護者と本人の双方がカウンセ
リングに来談した事例，適応指導に在籍した事例，個別
療育支援に在籍した事例，学習支援に在籍した事例，就
労支援に在籍した8歳から23歳の計50事例（男子37名，
女子13名）である。
　事例が抱える課題の内訳は，重複するものもあるが，
不登校が36例，学業不振が13例，発達の課題が20例，
就労が 8例，環境面での課題としては，家庭・親子関係
の課題19例，学校での課題が12例となっている。
　これらの事例は，早川ら（2019）13）が報告したものと
同じであり，いずれも半年以上の関わりが継続され，最
終的に課題が軽減もしくは解消し，カウンセリングの終
結に至った場合や，学校への再登校，もしくは就労など
の形で問題が解消した事例である。相談の受理から終結
までは平均14.9か月であった。

３．２　調査方法
　早川ら（2019）13）が開発したチェックリストをもとに，
主な支援者を中心に聞き取り調査を行った。具体的には，
上記の50事例に対して，実際に支援に携わった職員（男
性 4名，女性 4名）の計 8名に，カルテなどの記述を参
照しつつ，支援当時の様子や関わりを具体的に振り返り
つつ，聞き取りながら評定を行った。
　支援者に，インテーク時点，中間時点および最終時点
の各時点での学校・家庭での不適応事例の状態像に関
する質問29項目について聴取しながら第三筆者が 4件
法（1：まったく見られないない～ 4：よく見られる）で
チェックした。
　一方，在籍期間の前期と後期の本人への支援者の関わ
り関しての28項目，また，子どもへの保護者の関わりに
関しての19項目の計47項目について，4件法（1：まっ
たく行っていなかった～ 4：非常によく行った）で，第
三筆者が聴取しながらチェックした。

３．３　調査材料
（1）学校不適応の状態像による分類
　早川ら（2019）13）で導き出された適応障害の程度，症
状や行動特徴を示す本人の状態像の因子分析結果を元
に，状態像 6因子のうち，「登校行動」と「対人不安緊
張・感情不表出」の2因子を基準として，対象を4つに
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分類することにした。
　この2因子のうち，「登校行動」因子を選択したのは，
学校不適応の代表であり，学校を回避する程度を示すも
のとして分類の際の一つの軸とした。一方で，「対人不
安緊張・感情不表出」因子は，対人不安や緊張の高さと，
感情面での抑制傾向，精神症状などを計測するもので，
臨床心理学的な課題の強さが想定できるからである。以
上のことから，事例が受理された時点での両因子の下位
尺度得点の高低を「やや見られる」と「見られる」の中
間を示す2.5を基準に，4つに分類する。
　分類に際しては，対人不安緊張・感情不表出因子の下
位尺度得点が理論的中央値である2.5を基準とし，対人
不安緊張・感情不表出因子の下位尺度得点が低い者のう
ち，登校行動因子の下位尺度得点が2.5未満の者を「不
登校群」（n=14）とし，登校行動因子の下位尺度得点が
2.5以上の者を「登校群」（n=6）とする。同様に，対人
不安緊張・感情不表出因子の下位尺度得点が高い者のう
ち，登校行動因子が高い者を「対人不安群」（n=8），登
校行動因の下位尺度得点が低い者を「不登校・対人不安
群」（n=22）とする。
　その上で，すでに早川ら（2019）13）で明らかにした支
援者の本人に対する支援のチェック項目の因子分析結果
から導き出された6因子「肯定的関わり・存在受容」「主
体性・主張性の育成」「キャリア支援」「仲間関係促進」
「楽しさ体験共有」「登校・就労促進」について，全期間
および時期ごとに各群の下位尺度得点を求める。
　同様に，保護者の子どもに対する関わりのチェック項
目に対する因子分析結果から導き出された4因子「安定
的・自立促進」「肯定的関わり」「親子関係改善」「社会
参加準備」ついても，時期ごとに全期間の各群の下位尺
度得点を求める。

４．結　果

４．１　4群の特徴
（1）受理時の 4群の状態像
　分類した4群が，事例の受理時の不登校の程度や対
人不安・緊張の程度を反映しているのかを確認するため
に，4群の状態像の5因子「登校行動」「学業の遅れ・
発達障害」「家族・攻撃性の問題」「対人不安緊張・感情
不表出」「友人関係積極性」について，受理時の各因子
の下位尺度平均得点について，分散分析を用いて比較し
たところ，「登校行動」（F （3/46） =57.62; p<.01）と「対人
不安緊張・感情不表出」（F （3/46） =33.60; p<.01）に有意
差が見られた。
　そこで，フィッシャーの最小有意差法（以下「LSD法」

と称する）による多重比較の結果「登校行動」は，「不
登校群」と「不登校・対人不安群」が他の2群よりも有
意に高いこと，一方，「対人不安緊張・感情不表出」は，
「不登校・対人不安群」「対人不安群」が他の2群よりも
有意に高いことが確認された。
　一方で，上記以外の3つの状態像の因子では，この4
群間に有意な差は見出されず，この2側面で分類されて
いることが確認された。なお，10%水準ではあったが，
受理時の「家族・攻撃性の問題」で，4群間に有意傾向
差（F （3/46） =2.66; p<.10）が見られた。そこで，LSD法
による多重比較の結果，「不登校・対人不安群」が「登
校群」よりも高いことが示されていた。
　ちなみに，それぞれの群の特徴として，課題の内訳を
見ると，「登校群」（n=6）は，学業不振の課題が 4例，
発達の課題が 4例含まれて，双方，もしくはどちらかに，
この両者の課題が含まれていた。しかし，不登校の課題
は見られていない。また，親子家族関係の課題が 3例，
学校環境の課題が 2例あった。
　「不登校群」（n=14）は，いずれも不登校の課題があり，
学業不振は3例，発達の課題が 6例見られた。また，親
子家族関係の課題が 4例，学校環境の課題が 2例あっ
た。
　「対人不安群」（n=8）は，学業不振の課題が1例，発
達の課題が 2例見られたが，不登校の課題は見られな
かった。また，親子家族関係の課題が1例，学校環境の
課題が1例あった。
　「不登校・対人不安群」（n=22）は，いずれも不登校の
課題があり，学業不振の課題は5例，発達の課題が 8例
に見られた。環境の課題では，親子家族関係の課題が11
例，学校環境の課題が 7例あった。
（2） 4 群別の子どもの状態像の変化（Fig.1，Fig.2

参照）
　4群別に状態像がどのように変化をしたのかを示した
のは，Fig.1，Fig.2である。Fig.1は登校行動の変化を，
Fig.2は，対人不安緊張・感情不表出の変化を示したも
のである。そこで示すように，「登校群」と「対人不安
群」の「登校行動」は，全ての期間にわたり一様に高く，
他方で「登校群」と「不登校群」の「対人不安緊張・感
情不表出」は一様に低く推移し，上記以外の2群はそれ
ぞれ「登校行動」の上昇と「対人不安緊張・感情不表出」
の下降が見られている。

４．２ 子ども像 4群間の支援者の関わりの差異
（1）全期間での支援者の支援の差異（Fig.3 参照）
　すべての期間を通して，支援者が行った支援について，
4群間の差異に関して分散分析を用いて比較した。その

－ 66 －

東京学芸大学教育実践研究　第16集（2020）



,

,

,

1

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

1

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4
F=11.22** F=17.22**

F=3.30*

Fig.1　状態像の4群別の「登校行動」下位尺度平均得点の変化

Fig.2　状態像の4群別の「対人不安緊張・感情不表出」下位尺度平均得点の変化

Fig.3　全ての期間における状態像4群間の支援者の支援の差異
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結果，「肯定的・存在受容」（F （3 /43） =11.22; p<.01）「主
体性・主張性の育成」（F （3 /43） =57.62; p<.01）の対応
に1％水準で，また，「登校就労促進」（F （3 /43） =3.30;  
p<.05）の支援に5％水準で有意差が見られた。
　LSD法による多重比較を行ったところ，「肯定的・存
在受容」と「主体性・主張性の育成」で，「対人不安群」
と「不登校・対人不安群」が他の2群よりも有意に高
かった。また，「登校就労支援」では，「不登校・対人不
安群」が他の3群よりも有意に高かった。
（2）前期での支援者の対応の差異（Fig.4 参照）
　次に，前期に支援者が行った支援について，4群間に
差異があるか否かについて，分散分析を用いて比較した。
その結果「肯定的・存在受容」（F （3 /43） =8.45; p<.01），
「主体性・主張性の育成」（F （3 /43） =13.58.; p<.01）と，
「仲間関係促進」（F （3 /43） =5.22; p<.01）の関わりに1％
水準で有意差が見られた。
　LSD法により多重比較により，「肯定的・存在受容」
で，「対人不安群」と「不登校・対人不安群」が他の2
群よりも有意に高かった。また，「主体的・主張的関わり」
では「対人不安群」が他の3群よりも高いことが示され
た。一方で，「仲間関係促進」の支援では，「不登校・対
人不安群」が他の3群よりも有意に高いことが示された。
（3）後期での支援者の支援の差異（Fig.5 参照）
　最後に，後期に支援者が行った支援について，4群間
に差異があるか否かについて，分散分析を用いて比較
した。その結果「肯定的・存在受容」（F （3 /43） =11.18; 
p<.01），「主体性・主張性の育成」（F （3 /43） =14.59.; 
p<.01）の関わりに1％水準で，また，「登校就労促進」（F 
（3 /43） =3.47; p<.05）の関わりに5％水準で有意差が認め
られた。
　LSD法により多重比較を行ったところ，「肯定的・存
在受容」と「主体的・主張的」の支援で，「対人不安群」
と「不登校・対人不安群」が他の2群よりも有意に高
かった。また，「登校就労支援」で，「不登校・対人不安
群」が他の3群よりも有意に高かった。

４．３　子ども像 4群間の保護者の関わりの差異
（1）全期間および前期での差異
　全期間においても，前期においても保護者の関わりに
は，分散分析の結果 4群間の下位尺度平均得点に有意な
差異は認められなかった。
（2）後期での差異（Fig.6 参照）
　後期に保護者が行った関わりについて，4群間の下位
尺度平均得点に差異があるか否かについて，分散分析を
用いて比較した。その結果「肯定的関わり」（F （3 /42） 
=3.90; p<.05）と「家庭親子関係改善」（F （3 /42） =3.83.; 

p<.05）の関わりに5％水準で有意差が認められた。
　LSD法により多重比較を行ったところ，「肯定的関わ
り」で，「不登校・対人不安群」が，「登校群」「不登校
群」の2群よりも有意に高く，「対人不安群」が「登校
群」よりも高かった。また，「家族親子関係改善」の関わ
りで，「対人不安群」と「対人不安・不登校群」が「登
校群」よりも有意に高いことが示された。

５．考　察

５．１　事例受理時に基づく 4群の特徴
　Fig.1，Fig.2で示したように，4群は「登校行動」と
「対人不安緊張・感情不表出」で差異があり，明確に分
類されたことが示された。加えて，終結時には，それぞ
れの状態像で課題となることが解消の方向に向かってい
ることも示されている。
　なお，統計上，4群は上記 2因子以外では，群間に有
意な差が見られていない。その中で，登校行動が高く，
対人不安緊張や感情不表出の傾向が少ない「登校群」に
ついては，特徴が不明確であるので，ここに付加情報を
記しておく。「登校群」は受理時の状態像で，10 %の有
意傾向差ではあったものの「家族・攻撃性の問題」も低
いとの特徴が見出された。しかし，その記述だけでは，
その特徴が理解しにくいと思われる。課題を見ると，全
ての事例が，発達もしくは学業面での課題が見出された
者である。すなわち，登校しているものの，学業成績は
低く，進路での課題もあり，学習保障を通しての自己効
力感の向上と進路選択面での支援が中心となった一群で
あると理解できよう。

５．２　 全ての期間での状態像 4群の支援者の支援と
保護者の関わりの特徴（Fig.3 参照）

　結果で示したように，全ての期間を通して，支援者が
行った支援は，「対人不安群」と「不登校・対人不安群」
に対して，「肯定的・存在受容」の支援と「主体性・主
張性の育成」の支援が，他の2群よりも有意に高く，「登
校就労支援」においては，「不登校・対人不安群」が他
の3群よりも有意に高かった。
　このことは，総じて，不登校の有無に関わらず対人不
安緊張の高い子どもに対して，支援者は「肯定的・存在
受容」の関わりや「主体的・主張性の育成」の支援を行
い，「かなりしている」を上回っていた。他の2群よりも
意識して多く行っていたことが示されていた。すなわち，
対人不安緊張・感情不表出を示す事例に対しては，この
2種類の関わりを，支援者がとくに意識して支援してい
たことが示された。
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Fig.4　前期における状態像4群間の支援者の支援の差異

Fig.5　後期における状態像4群間の支援者の支援の差異

Fig.6　後期における状態像4群間の保護者の関わりの差異
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　一方，「不登校・対人不安群」に対して，支援者は「登
校・就労促進」の支援を他の群よりも多く行っているこ
とが示された。しかし，その程度は，「少ししている」程
度である。
　ところで，保護者の関わりの特徴としては，結果で示
したように，4群間に有意な差異は認められなかった。
保護者の場合，前期から後期に向けて全ての関わりが一
様に上昇する傾向が見られた（小林ら，2019）14）。それ
にも拘わらず，事例の特徴に応じた関わりでは，全ての
期間では相違が見られていない。

５．３　 前期における子ども像 4群の支援者と保護者
の関わりの特徴（Fig.4 参照）

　結果で示したように，前期で支援者が行った支援につ
いて，4群間に差異があるか否かについて検討したとこ
ろ，「肯定的・存在受容」の関わりにおいて，「対人不安
群」と「不登校・対人不安群」が他の2群よりも高かっ
た。また，「主体的・主張性の育成」においては「対人
不安群」が他の3群よりも高いことが示された。さらに，
「仲間関係促進」の関わりにおいては，「不登校・対人不
安群」が他の3群よりも有意に高いことが示された。
　すなわち，不登校の有無に関わらず，対人不安緊張の
高い子どもに対して，支援者は「肯定的・存在受容」の
支援を，他の2群よりも意識して多く行っていた。また，
「対人不安群」に対しては，「主体性・主張性」を伸ばす
支援を前期の段階からより多く行うようであった。
　一方，「不登校・対人不安群」に対して，支援者は「仲
間関係の促進」の関わりを，前期から他の群よりも多く
行っていたが，「少ししている」程度であった。
　保護者の関わりに関しては，子ども像の4群間に差異
が見られていない。

５．４　 後期における子ども像 4群の支援者と保護者
の関わりの特徴（Fig.5，6参照）

　結果で示したように，後期では，支援者が行った関わ
りで，4群間に差異が見られたのは，以下の通りであっ
た。「対人不安群」と「不登校・対人不安群」に対して，
「肯定的・存在受容」および「主体的・主張性の育成」
の支援が，他の2群よりも高かった。また，「不登校・対
人不安群」に対して，「主体性・主張性の育成」の支援
と「登校・就労促進」の支援が，他の3群よりも高いこ
とが示された。
　すなわち，後期においても，不登校の有無に関わらず，
対人不安緊張の高い子どもに対して，支援者は「肯定
的・存在受容」や「主体的・主張性の育成」を他の2群
よりも意識して多く行っていた。また，不登校を伴う対

人不安の高い子どもに対して，支援者は「登校・就労促
進」の支援を他の群よりも多く行い，「かなりしている」
程度に近く行っていたことが示された。
　一方，後期の保護者の関わりに関しては，「肯定的関
わり」において「不登校・対人不安群」が「登校群」「不
登校群」の2群よりも高く，「対人不安群」が「登校群」
よりも高いこと，併せて，「家族親子関係改善」の関わり
において，「対人不安群」と「対人不安・不登校群」が
「登校群」よりも有意に高いことが示された。

６．総合考察

６．１　 支援者の「肯定的・存在受容」の関わりの特徴
　支援者の「肯定的・存在受容」の関わりは，「人との
かかわりを心地よく感じる場にする」「「感情を言葉で表
現するのを手伝う」などの項目に示されるように，安心・
安全の心理的環境を醸成し，自己表現を促し，感情を受
容することや，「現状できていることを認め，褒める」「僅
かな改善を認め，喜び，褒める」「できることをさせ，成
功体験を積ませる」などの自己効力感を高める関わりか
ら構成されている。
　この関わりは，「対人不安群」と「不登校・対人不安
群」に，対してよく試みられていた。これは，全ての期
間で共通に見出されており，総じて対人不安の高い対象
にはよく試みられる関わりであると言えよう。すなわち，
支援者は，対人不安傾向の強いクライエントには，この
支援が必要だと考えているようである。「肯定的・存在受
容」の関わりは，「そのままのあなたでよい」という感覚
を醸成することを目指し，そのことが人に対する不安を
軽減することに役立つと想定されているようである。

６．２　 支援者の「主体的・主張性」を伸ばす関わりの
特徴

　一方，「主体的・主張性」を育む関わりは，「できない
ことをできないと表現させる」「自分でできるように手伝
う」「自己理解を手伝う」「失敗を喜び次の糧にする」な
どの支援を指し，主張性の育成や失敗回避の軽減，自主
的な活動を伸ばすことを意図するものである。
　この関わりも，全般的には，上記の「肯定的・存在受
容」の関わりと同様に，「対人不安群」と，「不登校・対
人不安群」では，よく試みられる関わりであることが，
時期による違いが見られた。それは，「対人不安群」に
対しては，前期の段階から「主体性・主張性」を伸ばす
関わりが他の3群よりもよく見られ，後半も高く維持さ
れていた。このように，不登校ではないが，対人不安緊
張の高い子どもに対して，支援者は「主体的・主張性」
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を育む支援を早い段階から「かなりしている」を上回る
形で支援していたのである。
　これに対して，後期では，「主体性・主張性の育成」
の支援は，「対人不安群」と「不登校・対人不安群」の
双方で，よく見られている。この「主体性・主張性」を
育む関わりは，「不登校・対人不安群」に対しては，前
期よりも後半に，よく行われていたと考えられよう。「主
体性・主張性の育成」の支援は，他者の眼差しを気にし
て，自分自身が自由でいられない過剰適応の改善を目指
す関わりであると言える。前期の段階から登校に問題の
ない「対人不安群」は，日常的に他者との関係の中にい
るので，対人不安緊張を味わう機会が多い。それに対し
て，不登校が伴う場合では，再登校など社会適応の際に，
対人不安や緊張が増大しやすい。そのため，他者に合わ
せ過ぎないようにする主張性や，自分で自分のしたいこ
とを自由に選択できることなどを通して，対人不安や緊
張を軽減することを試みるのではないかと思われる。

６．３　支援者の「仲間関係促進」の関わりの特徴
　「仲間関係の促進」の関わりは，「仲間と一緒に考え，
行動することを体験させる」「子ども同士かかわるように
させる」など，人間関係の拡大を目指すものである。
　支援者の「仲間関係促進」の関わりは，前期の段階で，
「不登校・対人不安群」に対してよく行われていることが
示された。この結果に関連して，小林ら（1995）は，不
登校行動の改善を規定するカウンセリング技法を特定す
る研究の中で，「生活空間の拡大」を目指す関わりが，前
期の不登校行動の改善に効果的に作用することを見出し
ている。「仲間関係促進」の関わりが，生活空間の拡大
の一部と思われ，小林ら（1995）を支持すると言えよう。
　また，「不登校・対人不安群」は，深刻化した不登校
の典型的な群といえよう。前期の段階で，「不登校・対
人不安群」に対してよく行われていたとの結果は，興味
深い。

６．４　支援者の「登校就労促進」の関わりの特徴
　支援者による「登校・就労促進」の関わりは，「登校
や就労に向けて段階的に行動させる」「子どもの実態に
合わせて登校や就労を勧める」の2項目から構成されて
いる。この関わりは，全ての期間で「不登校・対人不安
群」では，他の3群よりも高かったが，「少ししている」
程度であった。
　この傾向は後期にも有意差が見られ，「不登校・対人
不安群」に対しても3群よりも高く，「かなりしている」
に近く行っていたことが示された。
　このように，対人不安緊張が高く，不登校が見られる

事例の再登校や就労に向けて，本人の状況に応じて，行
動を段階的に形成していく継時近接法（shaping）や現実
脱感作（desensitization in vivo）に近い関わりが意図され
ていると考えられる。ただし，それは，他の群との比較
の話であり，必要に応じて，とくに後期に「不登校・対
人不安群」で比較的よく行われていたと考えられよう。

６．５　保護者の「家族親子関係改善」の特徴
（1）保護者の「肯定的関わり」の特徴
　保護者の関わりは，前期では，事例による差異が見ら
れなかったが，後期に2種類の関わりで4群間に差異が
見られるようになった。
　「不登校・対人不安群」と「対人不安群」の2群で，
保護者が「肯定的関わり」を不安の低い群よりもより行っ
ていることが示された。早川ら（2019）が示したように，
保護者の「肯定的関わりは，「僅かな改善認め，喜び，
褒める」「不快な感情を言葉で表現する」「子どもと日常
会話をする」「子どもの好きなこと，得意なことを共有す
る」で構成される項目である。
　このように，保護者は，不登校の有無に関わらず，対
人不安の高い子どもに対して「肯定的な関わり」を増や
すことが見受けられる。このことは，支援者の保護者へ
のコンサルテーションによるところもあると思われるが，
日常生活の中で，これらの関わりを実践できるようにな
ると，子どもの対人不安傾向が軽減する成果を実感でき，
保護者自身が関わりを変化させていくということもあり，
その好循環が生じていたと考えることもできよう。
（2）保護者の「家族親子関係改善」の関わりの特徴
　一方，不登校の伴う対人不安や緊張が高い「不登校・
対人不安群」に対して，保護者は「家族親子関係改善」
の関わりがよく行われることが示された。先に示したよ
うに，この群は有意傾向差ではあったものの，受理時の
段階で「家族・攻撃性の問題」で高い様子が見受けられ
た。この群では，受理時に親子家族関係の課題が22例中
11例に見られている。それだけに，これらの対人不安の
高い不登校の子どもの家族や保護者にとって，家族関係，
親子関係が課題となることであったと思われる。そして，
この群が家族親子関係の改善をより試みるようになるの
は，後半になってのことであった。それを試みることが，
深刻化した不登校で有効と言うことであるのか，深刻さ
が軽減した段階で，それを試みることができるようにな
ることを表しているのかは定かではない。

７．まとめ

　以上述べてきたように，支援者の支援や保護者の関わ
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りが，事例の状態像に応じての強弱があり，それが時期
により異なっていることが示された。これらの事例は，
改善事例であるので，本研究結果で示された支援や関わ
りが，各事例の状態像改善を意図して強弱があったこと
は想像に難くない。そして，それは，症状や行動の特徴
を示す状態像と，時期に応じて，その改善に効果的な支
援や関わりを行う必要があることを示唆していると考え
ることができよう。
　しかしながら，各状態像に対して，その時期に，どの
ような支援や関わりが，どれほど強い影響力を持ってい
るのかについては，本研究では，十分に解明できてはい
ないことを指摘しておきたい。
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